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○鯖江広域衛生施設組合職員の退職管理に関する 

規則 

平成 28 年 12 月 1 日     
規 則 第 ３ 号     

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」という。）

第 38 条の 2 および第 60 条第 4 号から第 6 号までの規定に基づき、職員の退職

管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（離職前 5 年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類

する者） 

第２条 法第 38条の 2第 1項の離職前 5年間に在職していた地方公共団体の執行

機関の組織等の役職員に類する者として規則で定めるものは、再就職者（同項

に規定する再就職者をいう。以下同じ。）が離職前 5年間に就いていた職が廃止

された場合における当該再就職者が当該職に就いていた時に担当していた職務

を担当している役職員（同項に規定する役職員をいう。以下同じ。）が属する執

行機関の組織等（同項に規定する地方公共団体の執行機関の組織等をいう。以

下同じ。）（当該再就職者が当該職に就いていた時に在職していた執行機関の組

織等を除く。）に属する役職員とする。 

（子法人） 

第３条 法第 38 条の 2 第 1 項の国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106

条の 2 第 1 項に規定する子法人の例を基準として規則で定めるものは、一の営

利企業等（法第 38 条の 2 第 1 項に規定する営利企業等をいう。以下同じ。）が

株主等（株主もしくは社員または発起人その他の法人の設立者をいう。）の議決

権（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使

することができない株式についての議決権を除き、会社法（平成 17 年法律第 86

号）第 879 条第 3 項の規定により議決権を有するものとみなされる株式につい

ての議決権を含む。以下同じ。）の総数の 100 分の 50 を超える数の議決権を保

有する法人をいい、一の営利企業等およびその子法人または一の営利企業等の
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子法人が株主等の議決権の総数の100分の 50を超える数の議決権を保有する法

人は、当該営利企業等の子法人とみなす。 

（退職手当通算法人） 

第４条 法第 38 条の 2第 2項に規定する規則で定める法人は、地方独立行政法人

（同項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）のほか、次に掲げる法

人とする。 

（1） 地方住宅供給公社法（昭和 40 年法律第 124 号）に規定する地方住宅 

供給公社 

（2） 地方道路公社法（昭和 45 年法律第 82 号）に規定する地方道路公社 

（3） 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和 47 年法律第 66 号）に規定す 

る土地開発公社 

（4） 沖縄振興開発金融公庫 

（5） 国家公務員退職手当法施行令（昭和 28 年政令第 215 号）第 9条の 2各

号に掲げる法人 

（退職手当通算予定職員） 

第５条 法第 38条の 2第 3項の特別の事情がない限り引き続いて選考による採用

が予定されている者のうち規則で定めるものは、退職手当通算法人の役員また

は退職手当通算法人に使用される者となるため退職する時に鯖江広域衛生施設

組合職員の退職手当に関する条例（昭和 58 年鯖江広域衛生施設組合条例第 18

号）の規定により例によることとされている鯖江市職員の退職手当に関する条

例（昭和 31 年鯖江市条例第 12 号）の規定による退職手当の支給を受けないこ

ととされている者とする。 

（内部組織の長に準ずる職） 

第６条 法第 38 条の 2第 4項の地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 158 条第

1 項に規定する普通地方公共団体の長の直近下位の内部組織の長の職に準ずる

職であって規則で定めるものは、鯖江広域衛生施設組合職員の職名に関する規

則（平成 11 年鯖江広域衛生施設組合規則第 4号）別表に掲げる部長の職とする。 

（内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関

の組織等の役職員に類する者） 
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第７条 法第 38 条の 2第 4項の地方自治法第 158 条第 1項に規定する普通地方公

共団体の長の直近下位の内部組織の長または前条で定める職（以下この条にお

いて「内部組織の長等の職」という。）に就いていた時に在職していた地方公共

団体の執行機関の組織等の役職員に類する者として規則で定めるものは、再就

職者が離職した日の 5 年前の日より前に就いていた内部組織の長等の職が廃止

された場合における当該再就職者が当該内部組織の長等の職に就いていた時に

担当していた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等（当該再就

職者が当該内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた執行機関の組織

等を除く。）に属する役職員とする。 

（在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者） 

第８条 法第 38条の 2第 5項の在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の

役職員に類する者として規則で定めるものは、再就職者が離職前に就いていた

職が廃止された場合における当該再就職者が当該職に就いていた時に担当して

いた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等（当該再就職者が当

該職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属する役職員

とする。 

（地方公共団体等の事務または事業と密接な関連を有する業務） 

第９条 法第 38条の 2第 6項第 1号の地方公共団体または国の事務または事業と

密接な関連を有する業務として規則で定めるものは、地方独立行政法人および

第 4条各号に掲げる法人が行う業務とする。 

（行政庁等への権利行使等に類する場合） 

第１０条 法第 38 条の 2第 6項第 2号の規則で定める場合は、法令に違反する事

実がある場合において、その是正のためにされるべき処分がされていないと思

料するときに、当該処分をする権限を有する行政庁に対し、その旨を申し出て、

当該処分をすることを求める場合とする。 

（再就職者による依頼等により公務の公正性の確保に支障が生じないと認めら

れる場合） 

第１１条 法第 38 条の 2第 6項第 6号の規則で定める場合は、同号の要求または

依頼に係る職務上の行為が電気、ガスまたは水道水の供給その他これらに類す
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る継続的給付として管理者が定めるものを受ける契約に関する職務その他役職

員の裁量の余地が少ない職務に関するものである場合とする。 

（再就職者による依頼等の承認の手続） 

第１２条 法第 38 条の 2第 6項第 6号の承認（以下この条において「依頼等の承

認」という。）を得ようとする再就職者は、再就職者による依頼等の承認申請書

（別記様式）を管理者に提出しなければならない。 

（離職前 5 年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等に属する役職

員に類する者） 

第１３条 法第 60条第 4号の離職前 5年間に在職していた地方公共団体の執行機

関の組織等に属する役職員に類する者として規則で定めるものは、第 2 条に定

めるものとする。 

（内部組織の長に準ずる職） 

第１４条 法第 60条第 5号の地方自治法第 158条第 1項に規定する普通地方公共

団体の長の直近下位の内部組織の長の職に準ずる職であって規則で定めるもの

は、第 6条に定めるものとする。 

（内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関

の組織等に属する役職員に類する者） 

第１５条 法 60条第 5号の地方自治法第 158条第 1項に規定する普通地方公共団

体の長の直近下位の内部組織の長または前条で定める職に就いていた時に在職

していた地方公共団体の執行機関の組織等に属する役職員に類する者として規

則で定めるものは、第 7条に定めるものとする。 

（在職していた地方公共団体の執行機関の組織等に属する役職員に類する者） 

第１６条 法第 60条第 6号の在職していた地方公共団体の執行機関の組織等に属

する役職員に類する者として規則で定めるものは、第 8条に定めるものとする。 

   附 則 

この規則は、公布の日から施行し、平成 28 年 4 月 1 日から適用する。 

 


